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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　公安委員会規則� 所管課（室）名

○長崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則� 交 通 企 画 課

　長崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和７年６月27日

� 長崎県公安委員会委員長　森　拓二郎　

長崎県公安委員会規則第７号

　　　長崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則

　長崎県道路交通法施行細則（平成13年長崎県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　�（車両通行止め、歩行者用道路等の交通規制の対象から除

外する車両）

第�５条　法第４条第２項の規定により、車両通行止め及び歩

行者用道路並びにこれらに関連した指定方向外進行禁止の

交通規制から除外する車両は、次のとおりとする。

　⑴　略

　⑵�　令第13条第１項に規定する緊急自動車で同項各号に掲

げる用務に使用中のもの

　⑶�　犯罪の予防、鎮圧及び捜査、警備活動、交通の取締

り、交通事故の捜査、交通規制、交通整理その他警察活

動に警察職員が使用中の車両（前号に掲げるものを除

く。）及び当該用務の客体であってこれら車両と一体で

あると認めるべきもの

　⑷～⑺　略

　⑻�　次に掲げる車両で、公安委員会が交付した通行禁止除

外指定車の標章を掲出しているもの

　　ア～カ　略

　　キ　急病人等に対する医師の緊急往診に使用中の車両

　　ク�　保健師、看護師若しくは准看護師が医師の指示を受

け、緊急訪問に使用中の車両又は助産師が緊急訪問に

使用中の車両

　　ケ～コ　略

　　サ�　環境基本法（平成５年法律第91号）の規定に基づく

公害等の調査に使用中の車両

　　シ～セ　略

　�（車両通行止め、歩行者用道路等の交通規制の対象から除

外する車両）

第�５条　法第４条第２項の規定により、車両通行止め及び歩

行者用道路並びにこれらに関連した指定方向外進行禁止の

交通規制から除外する車両は、次のとおりとする。

　⑴　略

　⑵�　犯罪の予防、鎮圧若しくは捜査、警備活動、交通の取

締り、交通事故の捜査、交通規制又は交通整理に使用中

の車両

　⑶～⑹　略

　⑺�　次に掲げる車両で、公安委員会が交付した通行禁止除

外指定車の標章を掲出しているもの

　　ア～カ　略

　　キ�　急病人等に対する医師又はこれに準ずる者の緊急往

診又は緊急手当に使用中の車両

　　ク～ケ　略

　　コ�　環境基本法（平成５年法律第91号）の規定に基づく

公害等の調査のため使用中の車両

　　サ～ス　略

　　　　目　　　　　次

　　　　公安委員会規則
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　（通行禁止除外指定車の標章の申請等）

第�５条の２　前条第８号に規定する標章（以下この条におい

て単に「標章」という。）の交付を受けようとする者は、

別記様式第１号の除外標章交付申請書により、除外の指定

を受けようとする区域又は道路の区間を管轄する警察署長

を経由して公安委員会に申請しなければならない。

２�　前項の申請書には、次に掲げる書面又はその写しを添付

しなければならない。

　⑴�　当該車両に係る自動車検査証の写し又は自動車検査証

記録事項が記載された書面

　⑵　当該車両に係る用務を疎明する書面

３　略

４�　公安委員会は、第１項の規定による申請があった場合に

おいて、当該申請に係る車両が前条第８号アからセまでの

いずれかに該当すると認めるときは、その有効期限を定め

て標章を交付しなければならない。

５及び６　略

７�　標章の交付を受けた者は、当該標章の記載事項に変更を

生じたときは、別記様式第３号の除外標章記載事項変更届

に標章及び記載事項の変更を証する書面の写しを添え、速

やかに公安委員会に届け出て、変更に係る事項の記載を受

けなければならない。

８�　標章の交付を受けた者は、当該標章を亡失し、滅失し、

汚損し、又は破損したときは、別記様式第４号の除外標章

再交付申請書により、公安委員会に標章の再交付を申請す

ることができる。

９�　公安委員会は、標章の交付を受けた者が第６項各号のい

ずれかに違反したときは、当該標章の返納を命ずることが

できる。

10�　標章の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

ることとなったときは、速やかに当該標章（第３号の場合

にあっては、発見し、又は回復した標章）を公安委員会に

返納しなければならない。

　⑴～⑷　略

　（駐車禁止の対象から除外する車両）

第�８条　法第４条第２項の規定により、法第45条第１項に規

定する駐車禁止の規制から除く車両は、道路標識により表

示するもののほか、次のとおりとする。

　⑴　第５条第１項第１号から第７号までに掲げる車両

　⑵�　次に掲げる車両で、公安委員会が交付した駐車禁止除

外指定車の標章を掲出しているもの

　　ア～カ　略

　　キ　急病人等に対する医師の緊急往診に使用中の車両

　　ク�　保健師、看護師若しくは准看護師が医師の指示を受

け、緊急訪問に使用中の車両又は助産師が緊急訪問に

使用中の車両

　　ケ～タ　略

　（通行禁止除外指定車の標章の申請等）

第�５条の２　前条第７号に規定する標章（以下この条におい

て単に「標章」という。）の交付を受けようとする者は、

別記様式第１号の通行禁止除外車両指定申請書により、除

外の指定を受けようとする区域又は道路の区間を管轄する

警察署長を経由して公安委員会に申請しなければならな

い。

２�　前項の申請書には、次に掲げる書面又はその写しを添付

しなければならない。

　⑴�　当該車両に係る自動車検査証記録事項が記載された書

面又は自動車検査証

　⑵�　当該車両が前条第７号アからスまでのいずれかに該当

することを疎明する書面

　⑶�　当該車両が除外の指定を受けようとする区域又は道路

の区間を明示する地図等

３　略

４�　公安委員会は、第１項の規定による申請があった場合に

おいて、当該申請に係る車両が前条第７号アからスまでの

いずれかに該当すると認めるときは、その有効期限を定め

て標章を交付しなければならない。

５及び６　略

７�　公安委員会は、標章の交付を受けた者が前項各号のいず

れかに違反したときは、当該標章の返納を命ずることがで

きる。

８�　標章の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

ることとなったときは、速やかに当該標章（第３号の場合

にあっては、亡失した標章）を公安委員会に返納しなけれ

ばならない。

　⑴～⑷　略

　（駐車禁止の対象から除外する車両）

第�８条　法第４条第２項の規定により、法第45条第１項に規

定する駐車禁止の規制から除く車両は、道路標識により表

示するもののほか、次のとおりとする。

　⑴　第５条第１項第１号から第６号までに掲げる車両

　⑵�　令第13条に規定する自動車で、緊急用務に使用中のも

の

　⑶　警察活動に伴い停止を求められている車両

　⑷�　次に掲げる車両で、公安委員会が交付した駐車禁止除

外指定車の標章を掲出しているもの

　　ア～カ　略

　　キ�　急病人等に対する医師又はこれに準ずる者の緊急往

診又は緊急手当に使用中の車両

　　ク～ソ　略
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　⑶�　次に掲げる者が現に使用中の車両で、駐車禁止除外指

定車の標章（他の都道府県公安委員会の交付に係るも

のを含む。）を掲出しているもの（オにあっては、昼間

（日の出から日没までの時間をいう。）に限る。）

　　ア～エ　略

　　オ�　その保護する児童等が色素性乾皮症にかかっている

ことにより、児童福祉法（昭和22年法律第164号）の

規定に基づく医療費支給認定を受け、医療受給者証又

は小児慢性特定疾病児童手帳の交付を受けている者

　　カ　略

　（駐車禁止除外指定車の標章の申請等）

第�８条の２　前条第２号又は第３号に規定する標章（以下こ

の条において単に「標章」という。）の交付を受けようと

する者（第３号に規定する標章にあっては、長崎県内に住

所を有する者に限る。）は、別記様式第１号の除外標章交

付申請書により、除外の指定を受けようとする区域又は道

路の区間を管轄する署長を経由して公安委員会に申請しな

ければならない。

２�　前項の申請書には、当該申請により交付を受けようとす

る標章の種別に応じてそれぞれ次に掲げる書面又はその写

しを添付しなければならない。

　⑴　前条第２号アからタまでに掲げる車両に係る標章

　　ア�　当該車両に係る自動車検査証の写し又は自動車検査

証記録事項が記載された書面

　　イ�　当該車両が前条第２号アからタまでのいずれかに該

当することを疎明する書面

　⑵　前条第３号に掲げる車両に係る標章

　　ア�　標章の交付を受けようとする者が前条第３号アから

カまでのいずれかに該当することを疎明する書面

　　イ�　標章の交付を受けようとする者が本人であることを

確認するに足りる書面

３�　前条第２号に規定する標章の様式にあっては別記様式第

７号、同条第３号に規定する標章の様式にあっては別記様

式第８号のとおりとする。

４�　公安委員会は、第１項の規定による申請があった場合に

おいて、当該申請に係る車両（前条第３号に規定する標章

を受けようとする者にあっては、当該標章の交付を受けよ

うとする者）が前条第２号アからタまでのいずれか又は第

３号に該当すると認めるときは、その有効期限を定めて標

章を交付しなければならない。

５及び６　略

７�　標章の交付を受けた者は、当該標章の記載事項に変更を

生じたときは、別記様式第３号の除外標章記載事項変更届

に標章及び記載事項の変更を証する書面の写しを添え、速

やかに公安委員会に届け出て、変更に係る事項の記載を受

けなければならない。

８�　標章の交付を受けた者は、当該標章を亡失し、滅失し、

汚損し、又は破損したときは、別記様式第４号の除外標章

再交付申請書により、公安委員会に標章の再交付を申請す

　⑸�　次に掲げる者が現に使用中の車両で、駐車禁止除外指

定車の標章（他の都道府県公安委員会の交付に係るも

のを含む。）を掲出しているもの（オにあっては、昼間

（日の出から日没までの時間をいう。）に限る。）

　　ア～エ　略

　　オ�　その保護する児童等が色素性乾皮症にかかっている

ことにより、児童福祉法（昭和22年法律第164号）の

規定に基づく医療受給者証又は「小児慢性特定疾患児

手帳交付事業の実施について」（平成６年12月１日児

発第1033号）に基づく小児慢性特定疾患児手帳の交付

を受けている者

カ　略

　（駐車禁止除外指定車の標章の申請等）

第�８条の２　前条第４号又は第５号に規定する標章（以下こ

の条において単に「標章」という。）の交付を受けようと

する者は、同条第４号に規定する標章にあっては別記様式

第４号の除外車両指定申請書により、同条第５号に規定す

る標章にあっては別記様式第５号の除外車両指定申請書に

より、除外の指定を受けようとする区域又は道路の区間を

管轄する署長を経由して公安委員会に申請しなければなら

ない。

２�　前項の申請書には、当該申請により交付を受けようとす

る標章の種別に応じてそれぞれ次に掲げる書面又はその写

しを添付しなければならない。

　⑴　前条第４号アからソまでに掲げる車両に係る標章

　　ア�　当該車両に係る自動車検査証記録事項が記載された

書面又は自動車検査証

　　イ�　当該車両が前条第４号アからソまでのいずれかに該

当することを疎明する書面

　　ウ�　当該車両が除外の指定を受けようとする区域又は道

路の区間を明示する地図等

　⑵　前条第５号に掲げる車両に係る標章

　　ア�　標章の交付を受けようとする者が前条第５号アから

ソまでのいずれかに該当することを疎明する書面

　　イ�　標章の交付を受けようとする者のために使用する車

両があるときは、当該車両に係る自動車検査証記録事

項が記載された書面又は自動車検査証

３�　前条第４号に規定する標章の様式にあっては別記様式第

７号、同条第５号に規定する標章の様式にあっては別記様

式第８号のとおりとする。

４�　公安委員会は、第１項の規定による申請があった場合に

おいて、当該申請に係る車両（前条第５号に規定する標章

を受けようとする者にあっては、当該標章の交付を受けよ

うとする者）が前条第４号アからソまでのいずれか又は第

５号に該当すると認めるときは、その有効期限を定めて標

章を交付しなければならない。

５及び６　略
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　�ることができる。

９�　公安委員会は、標章の交付を受けた者が第６項各号のい

ずれかに違反したときは、当該標章の返納を命ずることが

できる。

10�　標章の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

ることとなったときは、速やかに当該標章（第３号の場合

にあっては、発見し、又は回復した標章）を公安委員会に

返納しなければならない。

　⑴～⑷　略

　（署長の駐車許可）

第�９条　法第45条第１項の規定による署長の駐車許可は、車

両に係る駐車が次の各号のいずれにも該当する場合に行う

ものとする。

　⑴�　許可を受けようとする駐車の日時が次のいずれにも該

当するものであること。

　　ア及びイ　略

　⑵�　許可を受けようとする駐車の場所が次のいずれにも該

当するものであること。

　　ア及びイ　略

　⑶�　許可を受けようとする駐車に係る用務が次のいずれに

も該当するものであること。

　　ア～ウ　略

　⑷�　駐車可能な場所について、次に掲げる範囲内に路外駐

車場、路上駐車場及び駐車が禁止されていない道路の部

分のいずれも存在せず、又はこれらの利用が困難と認め

られること。

　　ア�　重量若しくは長大な貨物の積卸し又は身体の障害そ

の他の理由により移動が困難な者の輸送のために用務

先の直近に駐車する必要がある車両については、当該

用務先の直近

　　イ�　ア以外の車両については、当該用務先からおおむね

100メートル以内

２�　前項に規定する駐車許可を受けようとする者は、駐車し

ようとする場所を管轄する署長に対し、別記様式第９号の

駐車許可申請書を２部提出して申請しなければならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当し、かつ、緊急に当該

措置を講ずる必要があるときは、申請書の提出を要しな

い。

　⑴�　医師若しくは歯科医師が行う診療又は看護師が行う診

療の補助

　⑵�　薬剤師による調剤、医薬品の供給その他薬事衛生に関

するもの

　⑶　助産師による助産

３�　前項本文の場合において、用務の性質上、許可を受けよ

うとする駐車の場所が複数の警察署の管轄区域内にまたが

るときは、前項の申請書は、一の警察署に提出すれば足り

る。この場合において、申請期限は駐車しようとする日の

１週間前までとする。

４�　第２項の申請書には、次に掲げる書類を２部添付しなけ

ればならない。ただし、署長が認めたときは、一部又は全

部を省略することができる。

７�　公安委員会は、標章の交付を受けた者が前項各号のいず

れかに違反したときは、当該標章の返納を命ずることがで

きる。

８�　標章の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

ることとなったときは、速やかに当該標章（第３号の場合

にあっては、亡失した標章）を公安委員会に返納しなけれ

ばならない。

　⑴～⑷　略

　（署長の駐車許可）

第�９条　法第45条第１項の規定による署長の駐車許可は、車

両に係る駐車が次の各号のいずれにも該当する場合に行う

ものとする。

　⑴�　申請日時が、次のいずれにも該当するものであるこ

と。

　　ア及びイ　略

　⑵�　申請場所が、次のいずれにも該当するものであるこ

と。

　　ア及びイ　略

　⑶�　駐車に係る用務が、次のいずれにも該当するものであ

ること。

　　ア～ウ　略

　⑷�　駐車可能な場所について、次に掲げる範囲内に路外駐

車場、路上駐車場及び駐車が禁止されていない道路の部

分のいずれも存在せず、又はこれらの利用がおよそ不可

能と認められること。

　　ア�　重量又は長大な貨物の積卸しで用務先の直近に駐車

する必要がある車両にあっては、当該用務先の直近

　　イ�　負傷等により歩行に支障がある者が使用する車両に

あっては、当該用務先からおおむね100メートル以内

　　ウ�　その他の車両については、当該用務先が平坦地の場

合は、当該用務先からおおむね300メートル以内（傾

斜地の場合は、当該用務先からおおむね200メートル

以内）

２�　前項に規定する駐車許可を受けようとする者は、駐車し

ようとする場所を管轄する署長に対し、申請場所が１か所

の場合については別記様式第９号の駐車許可申請書を、申

請場所が２か所以上の場合については当該別記様式第９号

に別記様式第９号の２を添付の上、提出して申請しなけれ

ばならない。

３�　前項の申請書による申請の場合には、次に掲げる書面又

はその写しを添付しなければならない。
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　⑴�　当該申請に係る車両の自動車検査証の写し又は自動車

検査証記録事項が記載された書面

　⑵�　当該申請に係る駐車の場所及びその周辺の見取図（建

物又は施設の名称、道路状況等が判別できるもので、当

該申請に係る駐車の場所に印を付したもの）

　⑶　許可を受けようとする駐車に係る用務を疎明する書類

５�　前３項の規定にかかわらず、１回限りの駐車について

は、駐車しようとする場所を管轄する警察署、交番又は駐

在所（以下「警察署等」という。）において、申請するこ

とができる。この場合において、別記様式第９号の駐車許

可申請書を１部提出し、かつ、前項各号に掲げる書類を添

付することに代えて、当該書類を警察署等の警察官に提示

することができる。

６　略

７�　署長は、駐車を許可したときは、別記様式第９号の駐車

許可証を交付するものとする。ただし、第２項ただし書に

規定するときは、許可警察署、許可番号、登録（車両）番

号、駐車日時及び駐車の場所を申請者に通知するものとす

る。

８�　前項の駐車許可証（以下この条において「駐車許可証」

という。）は、当該許可に係る車両を当該許可を受けた場

所に駐車させている間、当該車両の外部から容易に視認で

きる場所に掲出しなければならない。ただし、前項ただし

書の規定による通知を受けているときは、当該通知の内容

及び緊急時の連絡先電話番号を記載した書面を車両の外部

から容易に視認できる場所に掲出しなければならない。

９�　駐車許可証の交付を受けた者は、当該駐車許可証の記載

事項に変更を生じたときは、別記様式第10号の駐車許可証

記載事項変更届に駐車許可証及び記載事項の変更を証する

書面の写しを添え、速やかに署長に届け出て、変更に係る

事項の記載を受けなければならない。

10�　駐車許可証の交付を受けた者は、当該駐車許可証を亡失

し、滅失し、汚損し、又は破損したときは、別記様式第11

号の駐車許可証再交付申請書により、署長に駐車許可証の

再交付を申請することができる。

11�　駐車許可証の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに

該当することとなったときは、速やかに当該駐車許可証

（第３号の場合にあっては、発見し、又は回復した駐車許

可証）を廃棄しなければならない。

　⑴　駐車許可の期間が満了したとき。

　⑵　駐車許可証の交付を受けた理由がなくなったとき。

　⑶�　駐車許可証の再交付を受けた後において亡失した駐車

許可証を発見し、又は回復したとき。

　（許可等に係る関係機関への意見聴取）

第�26条の３　法第75条の13第２項（法第75条の16第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による意見聴取は、別

記様式第28号の２の特定自動運行の許可等に関する意見聴

取書（甲）を交付して行うものとする。

　⑴�　当該申請に係る車両の自動車検査証記録事項が記載さ

れた書面又は自動車検査証

　⑵�　当該申請に係る場所及びその周辺の見取図（建物又は

施設の名称等が判別できるもので、当該申請に係る場所

に印を付したもの）

　⑶　前２号に掲げるもののほか、署長が必要と認める書面

４�　前２項の規定にかかわらず、１回限りの駐車について

は、申請場所を管轄する警察署、交番、駐在所（以下「警

察署等」という。）において、口頭による申請を行うこと

ができる。ただし、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

緊急に当該措置を講ずる必要があるときは、申請場所を管

轄する警察署等に来所することを要しない。

　⑴�　医師若しくは歯科医師が行う診療又は看護師が行う診

療の補助

　⑵�　薬剤師による調剤、医薬品の供給その他薬事衛生に関

するもの

　⑶　助産師による助産

５　略

６�　署長は、第２項の駐車許可申請書の提出を受けて当該申

請を許可したときは別記様式第10号の駐車許可証を、第４

項本文の口頭による申請を受けて当該申請を許可したとき

は別記様式第11号の駐車許可証を交付し、第４項ただし書

の規定による口頭申請を受けて当該申請を許可したとき

は、許可警察署、許可番号、登録（車両）番号、駐車日時

及び駐車の場所を申請者に通知するものとする。

７�　前項の駐車許可証は、当該許可に係る車両を当該許可を

受けた場所に駐車させている間、当該車両の外部から容易

に視認できる場所に掲出しなければならない。ただし、駐

車許可証の交付を受けずに駐車の許可の通知を受けている

ときは、当該通知の内容及び緊急時の連絡先電話番号を記

載した書面を車両の外部から容易に視認できる場所に掲出

しなければならない。

　（許可に係る関係機関への意見聴取）

第�26条の３　法第75条の13第２項の規定による意見聴取は、

別記様式第28号の２の特定自動運行の許可に関する意見聴

取書（甲）を交付して行うものとする。
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２�　施行規則第９条の22（施行規則第９条の23第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による意見聴取は、別記

様式第28号の３の特定自動運行の許可等に関する意見聴取

書（乙）を交付して行うものとする。

　（免許証の記載事項の変更届出及び再交付の申請）

第42条　略

２�　法第94条第２項の規定による免許証の再交付の申請は、

運免課長又は署長を経由して公安委員会に行うものとす

る。この場合において、申請用写真は、施行規則第21条第

６項の規定により添付することを要しない。

　（特定免許情報の記録の申請）

第�43条　法第95条の２第１項の規定による特定免許情報の記

録の申請は、運免課長又は署長を経由して公安委員会に行

うものとする。この場合において、申請用写真は、施行規

則第21条の２第３項の規定により添付することを要しな

い。

　�（免許情報記録個人番号カードのみを有する者に係る免許

証の交付の申請）

第�44条　法第95条の２第11項の規定による免許証の交付の申

請は、運免課長又は署長を経由して公安委員会に行うもの

とする。この場合において、申請用写真は、施行規則第21

条の９第３項の規定により添付することを要しない。

　（申請による取消し）

第�47条の４　法第104条の４第１項の規定による取消しの申

請は、運免課長又は署長を経由して公安委員会に行うもの

とする。この場合において、併せて法第104条の４第１項

後段の申出をするときは、申請用写真は、施行規則第30条

の７第４項の規定により添付することを要しない。

２�　施行規則第９条の22の規定による意見聴取は、別記様

式第28号の３の特定自動運行の許可に関する意見聴取書

（乙）を交付して行うものとする。

　（免許証の記載事項の変更届出及び再交付の申請）

第42条　略

２�　法第94条第２項の規定による免許証の再交付の申請は、

運免課長又は署長を経由して公安委員会に行うものとす

る。この場合において、免許証の即日交付の窓口で行うと

きは、申請用写真を添付することを要しない。

　（特定免許情報の記録の申請）

第�43条　法第95条の２第１項の規定による特定免許情報の記

録の申請は、運免課長又は署長を経由して公安委員会に行

うものとする。

２�　施行規則第21条の２第３項の規定による申請用写真の添

付は、免許証の即日交付の窓口において申請する場合は、

これを要しない。

　�（免許情報記録個人番号カードのみを有する者に係る免許

証の交付の申請）

第�44条　法第95条の２第11項の規定による免許証の交付の申

請は、運免課長又は署長を経由して公安委員会に行うもの

とする。

２�　施行規則第21条の９第３項の規定による申請用写真の添

付は、免許証の即日交付窓口において申請する場合は、こ

れを要しない。

　（申請による取消し）

第�47条の４　法第104条の４第１項の規定による取消しの申

請は、運免課長又は署長を経由して公安委員会に行うもの

とする。この場合において、法第104条の４第１項後段の

申出を免許証の即日交付の窓口で行うときは、施行規則第

30条の７第４項の規定による申請用写真の添付を要しな

い。
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　別記様式第１号を次のように改める。

別記様式第１号（第５条の２、第８条の２関係）

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

除外標章交付申請書

年 月 日

公安委員会 殿

住 所 （ 所 在 地 ）

ふ り が な

氏 名 （ 名 称 ）

電 話 番 号

そ の 他 の 連 絡 先

標 章 の 名 称

番 号 標 に 表 示

さ れ て い る 番 号

除 外 を 受 け よ う

と す る 期 間

除 外 を 受 け よ う

と す る 区 間

除 外 を 受 け よ う □ 以下の公安委員会が定める業務に使用する

と す る 理 由

□ 以下の公安委員会が定める障害を持つ者が乗車する

備 考
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　別記様式第２号を次のように改める。

別記様式第２号（第５条の２関係）

（表）

備考　１　斜線部分の色は、黄色とする。

　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列５番とする。

（裏）

署 №

通 行 禁 止 除 外 指 定 車

車両登録番号 事業所名 電話

除 外 す る 区 域

又は道路の区間

有効期限 年 月 日まで

年 月 日

長崎県公安委員会 印

注意事項

１ 長崎県公安委員会が車両の通行を禁止した道路を通行するときは、この標章を当該

車両の前面の見やすい箇所に掲出すること。

２ 現場において警察官の指示があった場合は、これに従うこと。

３ 標章に記載された事項を遵守し、交付を受けた理由以外に使用しないこと。

４ 標章を他人に譲渡し、又は貸与しないこと。

５ この標章の記載事項に変更を生じたときは、速やかに長崎県公安委員会に届け出て、

変更に係る事項の記載を受けること。

６ この標章を不正に使用した場合には返納を命ぜられることがある。

７ 次の場合は、この標章（ (3)の場合は、発見した標章）を速やかに返納すること。

(1) 有効期限が経過したとき。

(2) 交付を受けた理由がなくなったとき。

(3) 再交付を受けた後において、亡失した標章を発見し、又は回復したとき。

(4) 長崎県公安委員会から標章の返納を命ぜられたとき。
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　別記様式第４号及び別記様式第５号を削り、別記様式第３号を別記様式第５号とし、別記様式第２号の次に次

の２様式を加える。

別記様式第３号（第５条の２、第８条の２関係）

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

除外標章記載事項変更届

年 月 日

公安委員会 殿

住 所 （ 所 在 地 ）

ふ り が な

氏 名 （ 名 称 ）

電 話 番 号

そ の 他 の 連 絡 先

標 章 の 名 称

標 章 番 号

標 章 交 付 年 月 日

変 更 の 内 容

変 更 の 理 由

備 考
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別記様式第４号（第５条の２、第８条の２関係）

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

除外標章再交付申請書

年 月 日

公安委員会 殿

住 所 （ 所 在 地 ）

ふ り が な

氏 名 （ 名 称 ）

電 話 番 号

そ の 他 の 連 絡 先

標 章 の 名 称

標 章 番 号

標 章 交 付 年 月 日

再 交 付 申 請 の 理 由

備 考



令和７年６月27日　金曜日� 号　外（２）長 崎 県 公 報

─ 11 ─

　別記様式第９号を次のように改める。

別記様式第９号（第９条関係）

　備考　１　申請者は、太枠内を記入すること。

　　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

駐車許可申請書

年 月 日

警察署長 殿

住所（所在地）

申請者 氏名（名称）

電話

番 号 標 に 表 示

さ れ て い る 番 号

許 可 を 受 け よ う と

す る 日 時 期 間

許 可 を 受 け よ う と

す る 場 所

許 可 を 受 け よ う と

す る 理 由

第 号

駐 車 許 可 証

上記のとおり許可する。ただし、次の条件に従うこと。

条 件

年 月 日

警 察 署 長 印
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　別記様式第９号の２を削る。

　別記様式第10号を次のように改める。

別記様式第10号（第９条関係）

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

駐車許可証記載事項変更届

年 月 日

警察署長 殿

住 所 （ 所 在 地 ）

氏 名 （ 名 称 ）

電 話 番 号
そ の 他 の 連 絡 先

許 可 証 番 号

許 可 証 交 付 年 月 日

変 更 の 内 容

変 更 の 理 由

備 考
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　別記様式第11号を次のように改める。

別記様式第11号（第９条関係）

　備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

駐車許可証再交付申請書

年 月 日

警察署長 殿

住 所 （ 所 在 地 ）

氏 名 （ 名 称 ）

電 話 番 号

そ の 他 の 連 絡 先

許 可 証 番 号

許 可 証 交 付 年 月 日

再 交 付 申 請 の 理 由

備 考
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　別記様式第28号の２を次のように改める。

別記様式第28号の２（第26条の３関係）

長公委（ ）第 号

年 月 日

様

長崎県公安委員会 印

特定自動運行の許可等に関する意見聴取書（甲）

特 定 自 動 運 行 許 可 申 請 書 の 写 し年 月 日、別紙１
特定自動運行計画変更許可申請書の写し

のとおり、道路交通法

第75条の12第１項
の規定による

特 定 自 動 運 行 の 許 可 の申請があったので、同法
第75条の16第１項 特定自動運行計画の変更許可

第 7 5 条 の 1 3 第 ２ 項 の規定により、別紙 の
第75条の16第２項の規定により準用する同法第75条の13第２項

書類を添えて意見を聴取します。

つきましては、 年 月 日までに文書をもって回答願います。

１ 申請者の氏名又は名称

２ 意見聴取の内容

(1) 特定自動運行用自動車が自動運行装置を備えたものであることについて疑義はないか。

また、当該自動運行装置は、自動運行装置の作動中であっても運転操作を行うことができ

る状態を常に維持する者を要する自動運行装置ではないか。

(2) 特定自動運行計画は、当該特定自動運行用自動車の自動運行装置に係る使用条件を満た

した状態で特定自動運行を行うこととしているものであるか。

(3) 特定自動運行計画に従って行われる特定自動運行による人又は物の運送は、特定自動運

行により生じた交通の支障によって影響を受ける地域住民に対し、当該地域における移動

手段の確保等の住民の利便の向上や、医療、介護等の出張サービスの提供等の住民の福祉

の向上をもたらすような事情が認められるものであるか。

取扱者の氏名及び連絡先
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　別記様式第28号の３を次のように改める。

別記様式第28号の３（第26条の３関係）

長公委（ ）第 号

年 月 日

様

長崎県公安委員会 印

特定自動運行の許可等に関する意見聴取書（乙）

年 月 日、別紙１
特 定 自 動 運 行 許 可 申 請 書 の 写 し

のとおり、道路交通法
特定自動運行計画変更許可申請書の写し

第75条の12第１項
の規定による

特 定 自 動 運 行 の 許 可
の申請があったので、道路交

第75条の16第１項 特定自動運行計画の変更許可

通法施行規則
第 ９ 条 の 2 2

の規定により、別紙
第９条の23第2項の規定により準用する同規則第９条の22

の書類を添えて意見を聴取します。

つきましては、 年 月 日までに文書をもって回答願います。

１ 申請者の氏名又は名称

２ 意見聴取の内容

取扱者の氏名及び連絡先
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　別記様式第28号の４中「長公委（交企）第　号」を「長公委（　　）第　号」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、令和７年７月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の長崎県道路交通法施行細則（以下「旧施行細則」とい

う。）第９条第２項の規定によりされている駐車許可の申請は、この規則による改正後の長崎県道路交通法施

行細則の相当規定によりされた申請とみなす。この場合において、当該申請を許可したときは、旧施行細則の

規定に基づく駐車許可証を交付するものとする。

３�　この規則の施行の際現に旧施行細則第９条第６項の規定により交付されている駐車許可証は、この規則によ

る改正後の長崎県道路交通法施行細則の相当規定により交付を受けた駐車許可証とみなす。

４�　この規則の施行の際、この規則による改正前の長崎県道路交通法施行細則別記様式第２号による用紙で、現

に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。
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